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1.　18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 5,225 8.6 470 11.2 472 12.4

17年６月中間期 4,810 1.5 423 △32.5 420 △32.3

　 17年12月 期 9,932 1.3 1,004 △21.4 981 △22.7

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 267 7.1 654 85

17年６月中間期 249 △46.8 617 83

　 17年12月 期 596 △27.3 1,468 87
(注) ① 期中平均株式数 18年６月中間期 408,721 17年６月中間期 404,313株 17年12月期 406,113株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 10,248 4,668 45.6 11,417 97

17年６月中間期 9,887 3,973 40.2 9,746 16

   17年12月 期 9,992 4,324 43.3 10,580 51
(注) ① 期末発行済株式数 18年６月中間期 408,870株 17年６月中間期 407,691株 17年12月期 408,690

　 ② 期末自己株式数 18年６月中間期 ─株 17年６月中間期 ─株 17年12月期 ─株

　

2.　18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 10,500 1,091 644

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）1,529円76銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

17年12月期 ─ 200  00 200  00

18年12月期(実績) ― ― 　

18年12月期(予想) ― 200  00 200  00

　　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定
な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想値と異なる場合があり
ます。
なお、上記予想に関する事項は添付資料６ページを参照して下さい。　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,428,811 　 　 1,663,589 　 　 1,491,714 　

　２　受取手形 　 　 123,847 　 　 94,645 　 　 176,769 　

　３　売掛金 　 　 921,792 　 　 993,234 　 　 1,143,141 　

　４　たな卸資産 　 　 1,487,669 　 　 1,928,960 　 　 1,544,708 　

　５　その他 　 　 340,355 　 　 332,000 　 　 314,635 　

　　　貸倒引当金 　 　 △600 　 　 △2,190 　 　 △3,200 　

　　　流動資産合計 　 　 4,301,876 43.5 　 5,010,239 48.9 　 4,667,768 46.7

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物
※１
※２

　 1,479,177 　 　 1,379,062 　 　 1,437,848 　

　　(2) 土地 ※２ 　 648,701 　 　 648,701 　 　 648,701 　

　　(3) その他 ※１ 　 147,152 　 　 131,872 　 　 140,321 　

　　　　計 　 　 2,275,031 23.0 　 2,159,636 21.1 　 2,226,871 22.3

　２　無形固定資産 　 　 209,735 2.1 　 154,459 1.5 　 175,367 1.8

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 関係会社株式 ※２ 　 1,991,430 　 　 1,991,787 　 　 1,991,787 　

　　(2) 差入保証金 ※２ 　 638,992 　 　 634,090 　 　 648,564 　

　　(3) その他 　 　 486,161 　 　 315,054 　 　 297,089 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △15,500 　 　 △17,090 　 　 △15,400 　

　　　　計 　 　 3,101,084 31.4 　 2,923,842 28.5 　 2,922,042 29.2

　　　　固定資産合計 　 　 5,585,852 56.5 　 5,237,938 51.1 　 5,324,280 53.3

　　　　資産合計 　 　 9,887,728 100.0 　 10,248,177 100.0 　 9,992,049 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 639,660 　 　 882,986 　 　 775,788 　

　２　短期借入金 ※２ 　 1,000,000 　 　 ─ 　 　 ─ 　

　３　１年内返済予定
　　　長期借入金

※２ 　 637,920 　 　 489,710 　 　 536,590 　

　４　１年内償還予定社債
※２
　

　 100,000 　 　 100,000 　 　 200,000 　

　５　未払金 　 　 568,534 　 　 551,236 　 　 475,301 　

　６　未払法人税等 　 　 136,000 　 　 241,879 　 　 50 　

　７　賞与引当金 　 　 49,972 　 　 46,061 　 　 44,730 　

　８　その他
※５
　

　 441,196 　 　 394,127 　 　 467,454 　

　　　流動負債合計 　 　 3,573,283 36.1 　 2,706,000 26.4 　 2,499,914 25.0

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 ※２ 　 450,000 　 　 1,300,000 　 　 1,350,000 　

　２　長期借入金 ※２ 　 1,727,510 　 　 1,424,000 　 　 1,678,300 　

　３　退職給付引当金 　 　 97,222 　 　 70,623 　 　 66,845 　

　４　役員退職慰労引当金 　 　 63,229 　 　 75,729 　 　 69,479 　

　５　その他 　 　 3,060 　 　 3,360 　 　 3,360 　

　　　固定負債合計 　 　 2,341,021 23.7 　 2,873,712 28.0 　 3,167,984 31.7

　　　負債合計 　 　 5,914,305 59.8 　 5,579,712 54.4 　 5,667,899 56.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 397,456 4.0 　 ― ― 　 399,454 4.0

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 438,092 　 　 ― 　 　 440,090 　

　　　資本剰余金合計 　 　 438,092 4.4 　 ― ― 　 440,090 4.4

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 10,000 　 　 ― 　 　 10,000 　

　２　任意積立金 　 　 2,779,055 　 　 ― 　 　 2,779,055 　

　３　中間（当期）
　　　未処分利益

　 　 348,819 　 　 ― 　 　 695,550 　

　　　利益剰余金合計 　 　 3,137,874 31.8 　 ― ― 　 3,484,605 34.9

　　　資本合計 　 　 3,973,422 40.2 　 ― ― 　 4,324,149 43.3

　　　負債及び資本合計 　 　 9,887,728 100.0 　 ― ― 　 9,992,049 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ─ 　 399,814 3.9 　 ― ─

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　 資本準備金 　 　 ─ 　 　 440,450 　 　 ─ 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ─ 　 440,450 4.3 　 ― ─

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 　 ─ 　 　 10,000 　 　 ─ 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 3,299,055 　 　 ― 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― ─ 　 361,465 3,660,520 　 ― ─ 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ─ 　 3,670,520 35.8 　 ― ─

　　　株主資本合計 　 　 ― ─ 　 4,510,784 44.0 　 ― ─

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　繰延ヘッジ損益 　 　 ― 　 　 157,680 　 　 ― 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ─ 　 157,680 1.6 　 ― ─

　　　純資産合計 　 　 ― ─ 　 4,668,464 45.6 　 ― ─

　　　負債純資産合計 　 　 ― ─ 　 10,248,177 100.0 　 ― ─
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 4,810,787 100.0 　 5,225,804 100.0 　 9,932,666 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 2,251,639 46.8 　 2,592,829 49.6 　 4,757,021 47.9

　　　売上総利益 　 　 2,559,147 53.2 　 2,632,975 50.4 　 5,175,645 52.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 2,136,106 44.4 　 2,162,623 41.4 　 4,170,951 42.0

　　　営業利益 　 　 423,041 8.8 　 470,352 9.0 　 1,004,693 10.1

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 16,479 0.3 　 27,953 0.5 　 49,798 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 18,795 0.4 　 25,470 0.5 　 72,907 0.7

　　　経常利益 　 　 420,725 8.7 　 472,835 9.0 　 981,584 9.9

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 13,654 0.3 　 ─ ─ 　 13,654 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 7,936 0.1 　 11,508 0.2 　 21,956 0.2

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 426,442 8.9 　 461,327 8.8 　 973,282 9.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 123,745 　 　 232,753 　 　 296,611 　 　

　　　法人税等調整額 　 52,900 176,645 3.7 △39,079 193,674 3.7 80,143 376,754 3.8

　　　中間(当期)純利益 　 　 249,797 5.2 　 267,652 5.1 　 596,528 6.0

　　　前期繰越利益 　 　 99,022 　 　 ― 　 　 99,022 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 348,819 　 　 ― 　 　 695,550 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合
計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 399,454 440,090 440,090 10,000 2,779,055 695,550 3,484,605 4,324,149

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 360 360 360 　 　 　 　 720

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △81,738 △81,738 △81,738

　中間純利益 　 　 　 　 　 267,652 267,652 267,652

　別途積立金の積立 　 　 　 　 520,000 △520,000 ─ ─

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額

　(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
360 360 360 　 520,000 △334,085 185,914 186,634

平成18年６月30日残高(千円) 399,814 440,450 440,450 10,000 3,299,055 361,465 3,670,520 4,510,784

　

　

　

　
評価・換算差額等

純資産合計
繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) 　 　 4,324,149

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　新株の発行 　 　 720

　剰余金の配当 　 　 △81,738

　中間純利益 　 　 267,652

　別途積立金の積立 　 　 ─

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額

　(純額)

157,680 157,680 157,680

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
157,680 157,680 344,315

平成18年６月30日残高(千円) 157,680 157,680 4,668,464
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

ａ　子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

ａ　子会社株式及び関連会社株

式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

ａ　子会社株式及び関連会社株

式

同左

ｂ　その他有価証券

(時価のないもの)

移動平均法による原価法

ｂ　その他有価証券

(時価のないもの)

同左

ｂ　その他有価証券

(時価のないもの)

同左

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

主として移動平均法による原

価法

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物については

定額法

なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産について

は、３年均等償却

また、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物　　　　　３～43年

工具器具備品　２～15年

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

　

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額

法

なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産について

は、３年均等償却

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準によ

り当中間会計期間に対応する

部分を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準によ

り当期に対応する部分を計上

しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備

えるため、当中間期末の退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しておりま

す。

なお、数理計算上の差異に

ついては発生時に費用処理し

ております。

また、このほか執行役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要

支給額の100％を計上しており

ましたが平成17年１月１日以

降、「執行役員退職慰労金規

程」を廃止し、従来計上した

金額は原則退職時の支払に備

えることといたしました。な

お、平成16年12月31日までの

金額は17,948千円でありま

す。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備

えるため、当中間期末の退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しておりま

す。

なお、数理計算上の差異に

ついては発生時に費用処理し

ております。

また、このほか執行役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要

支給額の100％を計上しており

ましたが平成17年１月１日以

降、「執行役員退職慰労金規

程」を廃止し、従来計上した

金額は原則退職時の支払に備

えることといたしました。な

お、その残高は17,948千円で

あります。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備

えるため、当期末の退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異に

ついては発生時に費用処理し

ております。

また、このほか執行役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上しておりまし

たが平成17年１月１日以降、

「執行役員退職慰労金規程」

を廃止し、従来計上した金額

は原則退職時の支払に備える

ことといたしました。なお、

その残高は17,948千円であり

ます。

　

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額の100％を計上

しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額の100％を計上して

おります。

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

　

― 48 ―



　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。ただし、振当処理

の要件を満たす為替予約につ

いては振当処理に、特例処理

の要件を満たす金利スワップ

については特例処理によって

おります。

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジの手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ、

為替予約

ヘッジ対象…借入金、買掛

金、未払金

(2) ヘッジの手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジの手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

主に当社の内規である「デ

リバティブ管理規則」に基づ

き、金利変動リスク及び為替

変動リスクをヘッジしており

ます。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュフロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価して

おります。ただし、特例処理

によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省

略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

６　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

　
──────────

(固定資産の減損に係る会計基準)

「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会　平成14年8月9日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会　平成

15年10月31日　企業会計基準適用指

針第6号)を当中間会計期間から適用

しております。これによる損益に与

える影響はありません。

　
──────────

　
──────────

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会

計基準適用指針第８号)を適用してお

ります。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は4,510,784千円でありま

す。

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成し

ております。

　
──────────

　

― 50 ―



表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

１　前中間会計期間において中間貸借対照表の独立科目

で掲記していた為替予約（当中間会計期間末残高

245,248千円）及び繰延ヘッジ利益（当中間会計期間末

残高245,248千円）は、資産の総額及び負債及び資本合

計の総額の100分の５以下となったため、それぞれ流動

資産の「その他」、流動負債の「その他」に含めて表

示することに変更しました。

　

─────────
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末
(平成17年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

798,245千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

953,568千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

880,254千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 586,622千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

　計 1,419,513
　

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 572,726千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

　計 1,405,617
　

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 579,674千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

　計 1,412,565
　

担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金 1,000,000千円

１年内
返済予定
長期借入金

527,840

社債 450,000

長期借入金 1,327,070

　計 3,304,910
　

担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年内
償還予定
社債

100,000千円

１年内
返済予定
長期借入金
　

396,340

社債 1,300,000

長期借入金 1,030,730

　計 2,827,070
　

担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年内
返済予定
長期借入金

416,550千円

社債 1,450,000

長期借入金 1,225,010

　計 3,091,560
　

なお、上記の他に、関係会社株

式1,954,344千円を関係会社の借

入金の担保に供しております。

なお、上記の他に、関係会社株

式1,954,701千円を関係会社の借

入金の担保に供しております。

なお、上記の他に、関係会社株

式1,954,701千円を関係会社の借

入金の担保に供しております。

　

３　偶発債務

以下の会社等について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。

保証先
金額

(千円)
内容

㈱トライアス 45,120 借入債務

㈱ＣＩＸＭ 33,094 借入債務

計 78,214 　

　㈱トライアスにつきましては、平
成17年６月30日付で株式の全部を売
却し、同日以降持分法適用関連会社
ではなくなりました。
　

３　偶発債務

以下の会社等について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。

保証先
金額
(千円)

内容

㈱ＣＩＸＭ 32,494 借入債務

３　偶発債務

次の関係会社等について、金

融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。

保証先
金額
(千円)

内容

㈱ＣＩＸＭ 36,935 借入債務

４　受取手形裏書譲渡高

112,848千円

４　受取手形裏書譲渡高

126,439千円

４　受取手形裏書譲渡高

66,626千円

※５　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※５　消費税等の取扱い

同左

　     ─────

　

　

― 52 ―



(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,031千円

受取配当金 218

賃貸収入 11,880

為替差益 1,253

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2,489千円

受取配当金 218

賃貸収入 11,880

為替差益 2,596

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 3,207千円

受取配当金 218

賃貸収入 23,760

為替差益 12,874

　 　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 17,885千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 15,902千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 31,859千円

※３　特別利益の主要項目

役員退職慰労引
当金戻入益

1,154千円

債務保証損失
引当金戻入益

12,500

────── ※３　特別利益の主要項目

役員退職慰労引
当金戻入益

1,154千円

債務保証損失
引当金戻入益

12,500

※４　特別損失の主要項目

固定資産
除却損

7,936千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産
除却損

903千円

店舗閉鎖損失 10,604千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産
除却損

21,956千円

　

５　減価償却実施額

有形固定資産 77,726千円

無形固定資産 12,733

５　減価償却実施額

有形固定資産 75,585千円

無形固定資産 22,265

５　減価償却実施額

有形固定資産 166,065千円

無形固定資産 35,653
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（リース取引関係）

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1)  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

車輌
運搬具

11,271 1,315 9,956

工具器具
備品

12,116 10,936 1,180

ソフト
ウェア

36,323 35,026 1,296

合計 59,712 47,278 12,433

　

(1)  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

車輌
運搬具

11,271 3,569 7,702

　

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額

(千円)

車輌
運搬具

11,271 4,864 6,407

工具器具
備品

4,750 4,354 395

合計 16,021 9,218 6,803

　

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 4,479千円

１年超 6,763

　合計 11,242

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 1,878千円

１年超 4,884

　合計 6,763

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 2,276千円

１年超 5,833

　合計 8,110

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 8,183千円

減価償却費
相当額

7,556

支払利息
相当額

349

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,101千円

減価償却費
相当額

1,127

支払利息
相当額

191

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9,532千円

減価償却費
相当額

8,752

支払利息
相当額

179

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,702千円

１年超 3,371

　合計 6,073

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,847千円

１年超 1,523

　合計 3,371

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,417千円

１年超 2,305

　合計 4,722
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（有価証券関係）

前中間会計期間末(平成17年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成18年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成17年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）
　

前中間会計期間
(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 9,746円16銭 １株当たり純資産額 11,417円97銭 １株当たり純資産額 10,580円51銭

１株当たり中間純利益 617円83銭 １株当たり中間純利益 654円85銭 １株当たり当期純利益 1,468円87銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

605円73銭

当社は平成16年８月20日付けで普通

株式１株につき普通株式３株の株式

分割をおこなっております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前中間会計期間の１株当た

り情報については、以下のとおりと

なります。
１株当たり純資産額 8,553円46銭

１株当たり中間純利益 1,172円88銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

1,136円47銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

635円80銭

　

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

1,417円58銭

(注１)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

純資産の部の合計額（千円） ─ 4,668,464 ―

純資産の部の合計額から控除する金
額(千円)

― ─ ―

普通株式に係る中間期末（期末）の
純資産額

― 4,668,464 ―

中間期末（期末）の普通株式の数
（株）

― 408,870 ―

　

(注２)　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

中間損益計算書(損益計算書）上の
中間（当期)純利益（千円）

249,797 267,652 596,528

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

249,797 267,652 596,528

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 404,313 408,721 406,113

中間（当期）純利益調整額
（千円）

― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の主要な内訳
新株予約権（株）

8,075 12,249 14,696

普通株式増加数（株） 8,075 12,249 14,696

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要

────── ────── ──────
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（重要な後発事象）

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

　無担保社債の発行について

当社は、平成17年６月15日開催の取

締役会決議に基づき、平成17年７月11

日に下記内容の無担保普通社債を発行

しました。

　

(1) 第５回無担保社債

①社債発行総額　金５億円

②各社債の金額　5,000万円の１種

③利　　　　率　年0.66％

④発行価額　額面100円につき100円

⑤年　　　　限　３年

⑥償還方法　満期一括

⑦利息支払日　７月、１月の各11日

⑧払込期日　平成17年７月11日

⑨担　　　　保　無担保

⑩資金使途　事業資金に充当する。

　

(2) 第６回無担保社債

①社債発行総額　金５億円

②各社債の金額　5,000万円の１種

③利　　　　率　年0.71％

④発行価額　額面100円につき100円

⑤年　　　　限　５年

⑥償還方法　定時償還

⑦利息支払日　７月、１月の各11日

⑧払込期日　平成17年７月11日

⑨担　　　　保　無担保

⑩資金使途　事業資金に充当する。

　

――――─―─ ―――――──
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